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Ⅰ．はじめに
職能給は企業内賃金であり、終身雇用制を前提とする賃金である。したがって、職能給の導入に
は、企業によって労働者個々人の能力が長期にわたって管理されることが、暗黙のうちに了解され
ている。わが国では、一時期を除き、過剰労働力を前提とし、その労働能力を最大限に発揮させる
ための施策・方法が検討されてきた1)。賃金制度の構築においても同様に、過剰労働力に対してい
かに賃金支払い形態に公平性・納得性をもたせるかに腐心してきた。職能給は、潜在的に過剰支払
い問題を内包しているため、企業側の「能力処遇」から「能力活用」への積極的な姿勢とともに、
労働者側にも能力開発・向上への自己啓発的な態度や行動が常に求められた。かつて狭田喜義氏は、
この過剰支払いというデメリットをメリットに転化させるべきだとして、次のように述べた2)。 
　　「過剰能力の評価が職能育成への励みになり、それを通して育成された能力の活用が、企業を含めての国
民経済の発展と賃金支払能力の拡大をもたらすとすれば、過剰支払の矛盾の克服は、職能給という賃金形
態の改訂にではなく、企業経営ないし国民経済における能力活用の積極策にこそ求めるべきであるという
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ことになろう。」
本稿では、バブル崩壊後、それまでわが国企業において支配的な賃金形態であった職能給が、そ
の過剰支払い構造を理由として、新しい賃金形態に改定されようとしている現状を踏まえ、その特
質ならび導入の経緯を考察することで、将来を模索する。
Ⅱ．職能給の特質
１．わが国特有の賃金形態
職能給はわが国特有の賃金形態であり、諸外国にはそれに対応する制度も言葉もない3)。「職能
給」という用語は4)、昭和22年３月末、王子製紙が発表した「身分制撤廃と新職能制の実施ならび
に右に伴う給与制度の改正に関する会社案」の中に見出すことができる。この文書は、同社苫小牧
工場労組が主力となって要求した、労働協約の改訂・身分制の撤廃・賃金値上げを主目標とする、
いわゆる「三月攻勢」を受けて、会社側が回答したものである。そこには、①職員・工員といった
封建的な身分制に取って代わるものとして、あらゆる職能は平等であるとする新職能制、②生活保
障または応能応量を原則とする現行基本給を一部修正した職能給、そして③能率給を組み合わせた
賃金体系がみられた5)。
職能給は､上述のように戦後わが国で生まれたものであるが､その概念は長い間明確でなかった6)。
ある時は旧来からの能力給をたんに読み替えたものであり、またある時は職務給と能力給あるいは
能率給との総合概念であった。さらに職能給は、①職務給の欠点を克服するため、また②職能資格
制度の受け皿として考案されたものでもあった。
職能給は、元来、職務給導入に必要な前提条件が未整備なため、その暫定処置として取り入れら
れたものである7)。したがって、20年代後半から30年代にかけて、職能給は、職務給移行への前段
階であり、職務給の補完的役割を果たしていたにすぎなかった。しかし、30年代後半に賃金体系合
理化の手段として職能資格制度との一体化が図られ、職能資格制度運用上に必要な賃金形態として
採用されていった。その後、職能給は広く普及するが、それは職務分類制度と職能資格制度の二本
立てというその構造に起因した。つまり、職能給には、当時問題となっていた職務構造と能力構造
の隔たりを埋められるのでないかという、期待がかけられていたのである。
そして職能給は、バブル崩壊前までに、賃金にとどまらず人事考課・能力開発・人事処遇に結び
付く、人事トータルシステムの一機能としての地歩を固めていった。
２．職能給の性格
①過渡的形態としての性格
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職能給が、年功給から職務給への移行に際して、その阻害要因の隘路として考案された経緯があ
る以上、まずその職務給への過渡的形態としての性格から取り上げることにしたい。
職能給は、職務給への「かけはし」として積極的な意味合いで考案されたものではなく、職務給
導入を技術的・経済的理由で断念した企業が、各社独自に修正を加えた結果、つまりいわゆる日本
的修正を加えた職務給の年功的運用が、その過渡的形態としての運用の出発点であった。したがっ
て、実際は、職務給と年功給との中間形態であるとしながらも、たんに代替的便宜性のためだけに
採用したために、職能給をして職務給に準ずるものとしての印象を定着させてしまった。
②同一能力同一賃金としての性格
次に挙げられるのは、職能給は、やらせればできる能力、つまり潜在能力もその支払い対象にし
ている点である。職務給では、同一の職務についた者に同一の賃金が支払われる。昇給は、職務の
ランクが上がった場合行なわれる。職務給がいわゆる同一職務同一賃金といわれるものであるのに
対して、職能給はかならずしも同一職務であるからといって同一賃金とはならない。上位ポストに
空がなくても、同等の能力さえあれば、当該職務と同等の賃金がもらえるというものである。職務
給は職務と直接的に、他方職能給は職務と間接的なつながりをもつ賃金形態である。職能給は同一
職務同一賃金達成の前提条件である同一能力同一賃金を柱とする賃金形態といえる。
③属人給としての性格
３番目は、職能給が、能力の保有という属人的要素を基盤にする以上、属人給であるという点で
ある。属人的要素すなわち職務遂行能力が賃金決定に対して大きな比重を占めているということで
あり、このことが年功的運用へ流される危険性と、職務と職能の不一致性といった職能給運用上の
問題を引き起こす。実際、バブル崩壊後、この属人的性格から職能給の見直しが行われている。
④過剰支払い体系としての性格
４番目は、上述の②と③の性格に起因する過剰支払いの面である。この点が職能給の致命的欠陥
として指摘されてきたことは周知の事実である。わが国企業の宿命である能力構成と職務構成との
隔たりに対処するために案出されたものである以上、これをいかに克服するかが職能給運用上最大
の関心事である8)。したがって、このデメリットを克服するには能力発揮を通じての生産性向上し
かない。
⑤人間性尊重賃金としての性格
そして最後は、職務給に比べて人間性を尊重した賃金であるという点である。それは職能給が属
人給である以上当然のことであり、人事管理機能に連動することによって能力を開発・育成・伸長
させる機能をもつ、より刺激的な賃金であるといえる。職能給は、職務と人との弾力化を図るため
に創り出されたものであり、人に仕事を割り当てる、さらには仕事を生み出すという理念が内包さ
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れている。
３．職能給普及の促進要因
すでに述べたように、職能給は、職務給と年功給との妥協の産物であり、職務給と年功給両者の
長所をいかに融合させるかが課題であった。したがって、職能給の特質をみる場合、職務給と比較
するとより明確になる。
①職務（補充）昇進制でなく、職能昇進制であること。
職務給も職能給も、名称の如何を問わず定昇制を含むために本人給（年功給）の枠から脱しえな
い。だが、とくに職能給採用企業にとって、その主たる目的は昇進問題の解決である。職能給は、
職務給の昇進問題の隘路をいわゆる「日本的修正」によって解決しようとするものである9)。昇進
とは、従業員にとってはラインを上っていくこと、いわゆる出世を意味し、それによって社会的評
価がなされる。これがライン指向の原因となる。他方、経営側にとって、 高次の職位へ異動させ
ることは能力の有効活用を意図している。職務給の昇進は昇給をもたらす、換言すれば、昇給する
ということは昇進させなければならないということである。それでも高成長期には「同一能力異職
務」を問題にしていればよかった。実際、職務を増設して昇進させればよかった。ところが低成長
期に突入するや観点が逆転し、「同一職務異能力」が問題となった。ポスト不足である。そこで考
案されたのが昇進・昇格を伴わない昇給、つまり１つの職級、１つの職能等級のなかのキザミに
従って賃金を動かすという方法である10)。また、昇進させる場合も、いままでのような役付昇進で
はなく、職務昇進（専門職への昇進）あるいは資格昇進であった。この資格制度による昇進を年功
昇進のはけ口として用いたことが新たな問題を引き起こすことになる11)。
②職務給に比べて導入が容易であること。
職務給設定の必須条件として職務分析・評価が挙げられるが、職務意識がすでに成熟し、職務が
明確化・標準化・安定化している欧米では、職務分析・評価技法は職務の新設あるいは消滅による
現職務序列のバランスの調整技術にすぎない。一方、わが国では職務の確定からまず着手しなけれ
ばならず、時間や労力がかかりすぎる。したがって、どうしても資力のある大企業中心にしか普及
せず、中小企業では採用したくてもできなかったのが現実である。その点、職能給は、職務分析の
前段階である職務調査程度を行なえば採用できるし、職務が標準化できにくい第三次産業や中小企
業にも導入できるとあって、かなり普及したのであった。
③終身雇用制を前提とする企業内賃金であること。
職能給は従業員個々人の職務遂行能力に対して支払われる賃金である。能力という本来チェック
が難しいものを、職務を直接的媒体として具体化させる職務給と異なり、どうしてもその結びつき
戦後わが国にみる賃金体系合理化の史的展開（3） 15
を緩める性格上曖昧になりやすく、さらに企業間での横断性をもたせることは難しい。つまり職能
給は企業内でのみ通用する賃金形態であり、労務管理的な色彩が強い。一方、純粋な形での職務給
や年功給は、職能給より労務管理的色彩が弱い12)。なぜならば、職務給は職務を、年功給は学歴・
年齢・経験・勤続年数というある意味で客観的なものを媒体にしているのに比べ、職能給は能力と
いう属人的要素を対象とし、その能力を職務遂行能力としてどこまで認定するかが、多分に政策的
であるからである13)。とはいえ、職能給の目的が、個人の能力を長期的に開発・育成・伸長させる
点にあることから考えると、職能給は終身雇用制を前提としていると言える。この点がわが国の雇
用制度に適合し、従業員の納得が職務給よりも得られ易かったのである。
以上のように職能給は職務給のもつ合理性と年功給のもつ納得性を取り入れた賃金体系であるた
め、年功給から職務給への移行には全般的に難色を示した労組も、その中間形態としての職能給に
は妥協的な態度をとり14)、30年代後半から急速に普及していった。しかし、全国的に普及した職能
給も、バブル崩壊後は、一転してさまざまな問題点が噴出し、見直しする企業が相次いでいる。
Ⅲ．職能給の問題点
１．やむを得ざる便法としての職能給
昭和30年代中頃、職務給による賃金体系合理化が強く要請されたが、それはあまりにもわが国の
実状とかけ離れたものであった。その妥協策として年功給との融合が図れる、また職務分析・評価
なしに導入できるという安易な考えから職能給が考え出された。だが日本経営者連盟（現日本経営
者団体連盟)、昭和36年に至るまで職能給に対して明確な概念規定を行なわなかった。それは関東
経営者協会が29年に定期昇給制度を提唱15)して以来、昇給制度活用による職務給制度運用がメイ
ン・テーマであったからである。しかし、35年には賃金政策の一方の柱であった定昇制が職務給へ
の「かけはし」から対立物となり16)、職務給が唯一の目標となったのだが、その職務給も36年に入
ると長期目標に遠のき17)、それに替わって「やむをえざる便法｣18)として、職能給が、「日本の企業
条件に即した職務給の日本的修正形態｣19)として登場してきた。
昭和36年の日経連『賃金白書』では、職能給を職務給移行への「やむをえざる便法」として、一
応その採用を認めるものの、その欠点を次のように指摘している20)。
　①職能給の採用は他の経営管理制度の合理化を促すことが少なく、またそれ自身の進歩にも乏し
い。
②職能給は人事管理との総合化という点でなお十分とはいい難い。
③職能給は将来の新しい事態には十分対処しえない弱さをもつ。
職能給では、組織管理や事務・作業管理には、職務の標準化が必要であるが、職能給は仕事の把
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握が当該職務に無関係である上、職務が大ぐくりにまとめられ、能力区分の基礎となるものが明確
になっていない。したがって、採用・配置・昇進・教育管理および定員管理が十分に行なえないと
いうのである。
職能給と人事管理の総合化は、職能資格制度との連動により、当時の予想に反してかなり進展し
た。そして,当時予想された新しい事態は、高度経済成長下での労働力不足であった。だが実際は、
低成長・高齢化の到来といった事態をむかえ、過剰支払いすなわちコスト増大が経営合理性の面か
ら問題視されるようになった。
このように消極的導入であった職能給が、翌37年になると、前年までの「やむをえざる便法」か
ら職務給よりも適合性が高いものとして表舞台に登場してきた21)。やがて40年不況を乗りきるため
の方策としての採用が相次ぎ、40年代前半において、職能給は採用率の面で職務給を凌駕するよう
になった22)。このように職能給が急速に普及していった原因は、前述の促進要因から生み出された
神話（実際には根拠のない事柄）に依存するところが大であった。
２．職能給についての神話
①職能給は「同一労働同一賃金」を達成するための最善策である。
職能給の賃金としての意義は「同一能力同一賃金」であり、「同一労働同一賃金」を達成するた
めの前提条件である。したがって、是佐忠男氏によれば、「同一労働同一賃金」を達成するために
は、同一の能力に対し、それが同一の労働を実現できるような機会が与えられなければならないと
いう23)。また、藻利重隆氏によれば、「同一能力同一賃金」が行なえる環境づくりこそが「同一労
働同一賃金」への条件であり、もしその環境づくりができていない場合、つまり空ポストがなけれ
ば昇進できないといった場合、労働者が労働への実現を意欲する自己の能力を、必ずしも十分に実
現できないことに対する「なんらかの保障」がなされなければならないという。この環境づくりこ
そが、企業の労働者に対する責務であると主張する24)。
職能給により、「同一労働同一賃金」を達成するためには、「同一能力同一賃金」が行なえる「環
境づくり」や、同一の能力をもった者が同一の労働を実現できるような「機会」が与えられること
が前提となる。これは企業内労働市場という現実をふまえた上での理論である。実際には、職階制
度と資格制度の二本立てからなる職能給という形をとらざるをえない。つまり、職務給を導入でき
ないため、その保障的意味合いをもつ資格給を付加した職能給という形をとるのである。したがっ
て、職能給は企業内賃金であり、「同一労働同一賃金」を達成するための次善の策でしかない。
②職能給は職務給同様「仕事給」である。
上述したように、職能給は個々人の能力の保有といった属人的要素を基盤におく以上属人給であ
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る。職能給を仕事給とするのは、当時の労働省の賃金分類基準において、職務や職務遂行能力など、
仕事的要素に対応して決定されている賃金の中に、職能給が含まれているからにすぎない。そこで
は、労働者本人に伴う要素－属人的要素として年齢・勤続年数・学歴などが挙げられ、職務遂行能
力を仕事的要素の範疇に入れている。職務給は属職給であり、職能給は属人給である点をはっきり
理解した上で、仕事給と属人給との使い分けをする必要がある。すなわち、この仕事給という用語
によってあたかも職能給が職務給に並ぶ、あるいはそれ以上のものであるかのような印象を与えて
いる。究極的には職務給も職能給も同一のものをめざしており、同一物であると言えるが、その性
格上、職務給に至るまでの中間形態であることと、実態が職務・能力・年功などの混合物であるこ
とを認識させるためにも、明確に区別しなければならない。
③職能給は職務給と同様に「シングル・レート（単一賃率)」が最善である。
職務給は理論上シングル・レートであるが、職能給にはその職務給が導入できず、それへの過渡
的形態として採用されたという経緯がある。その上、職務に賃金が直接対応するのでなく職能とい
う媒体を通すので、職務と職能との関係は弾力的である。したがって、かなり包括的なあらい等級
ごとにシングル・レートの賃金を設けたとしてもあまり意味がない25)。たとえば、シングル・レー
トの職能給＋本給ならば、シングル・レートの職務給＋本給といった併存型の方が理にかなってい
る。職能給はレンジ・レートであるはずで、その合理性の根拠は職能自体が弾力性に富むというこ
とにほかならない26)。
④職能給の人事考課にも「業績考課」がある。
人事考課制度とは、本人が担当している、あるいは担当すべき職務に対する従業員としての価値
を、一定の手続の下に、秩序的に評定する制度である27)。職務給の人事考課には、適正配置を行な
うことを目的とする能力考課と、同一価値の職務でも、その遂行度が異なる場合それを賃金に反映
させることを目的とする業績考課の２つがある。一方、職能給の場合、一般的には職能等級への格
付けすなわち昇進に使用される28)能力考課、と同一職能等級内の昇給額決定29)のために使用される
業績考課の２つがあり、両者の結果は、直接的・間接的に賃金に結び付いている。
職能給体系の下での業績考課による賃金決定について、反対意見がある30)。業績とは、職務と能
力の結び付きであり、それが緩い職能給では業績を正確に把握することはできないという。同一能
力でも高い価値の職務を遂行した者と低い価値の者とを比較すると、その業績は後者の方が高い評
価される恐れがある。つまり、同じ能力の者がいる場合、相対的に容易な職務を遂行した方が、達
成度が高くみえる。したがって、それを賃金に結びつけることは公平性を欠くというのである。同
一能力の者には同一賃金をというのが職能給であるが、同一能力同一職務である必要がないために、
職務と能力の所産である業績で考課することは不公平である。では、当該職務価値に対応するよう
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な賃金を支払うようにしたらどうかという意見も出ようが、これでは職務給で支払うことになって
しまう。したがって、職能給では業績考課は無意味ではないかという意見である。
たしかに業績は当該職務遂行の成果であり、職能給はそれに縛られない。職能給の人事考課では
理論的にすべての考課が能力考課であるはずである。つまり、職能等級への格付けも、その後の職
能等級間の昇進も能力考課でなければおかしい。しかし、業績考課の評価を昇進・昇格を伴わない
昇給（同一職能等級内の昇給額決定）に利用したり、たんに当該職務の達成度評価にとどまらず、
あらかじめ達成すべき仕事の質と量を明示する目標管理によって、上述の欠点を補おうとしている
のである31)。
⑤職能給に「職務分析・評価」は必要ない。
賃金体系を合理化するためには、職務給導入の前提条件を緩めてでも職能給を採用するしかな
かった。そこで過渡的形態であることを理由に、職能給導入に際してはかならずしも厳密な職務分
析は必要でなく、その前段階である職務調査で事足りるとした。その根拠として、職能給の弾力性
が挙げられている。実際に、職務と職能の関係が緩慢であるので、それほど精密な分析を行なって
も意味がない。そこに職能評価の難しさが表れている。職能等級間の有意差を明確にすることは困
難であり、それは能力の評価基準が暖味であることを意味する。したがって、基準の明確化が職能
給整備の上で必要となる。だがここで職能給運用上、職務中心管理か、あるいは職能中心管理かと
いうジレンマに陥る。そのジレンマについて奥田順一氏は次のように述べている。
　　「職務的関連が強くなれば、ますます職務を遂行しない従来員の能力評価が困難になる32)。」
　　「能力考課が上位の職務数と実績という制約をもたなくなれば、必然的にその役割も崩れる。能力考課そ
のものが職務関連的内容を稀薄にし、さらに上位職務の数等の外的制約から免かれると、本来の能力考課
の役割を失ってくることは容易に推定されるところである33)。」
職能給が職務分類制度と職能資格制度から構成されていることはすでに述べた通りである。職能
給が職務序列をベースにしている以上、職務分析・評価がなされていなければならないのは当然の
ことであろうが、従来、職務給と職能給の相違点を職務分析の有る無しで説明してきた34)。たとえ
ば、職務給と職能給の職務分析の相違点は、次のように述べられていた。
　１）資格要件のみの分析でもよいこと。つまり、職務の価値全体というよりも、職務の要請する
労働力の質の高さ、能力の程度を把握できればよい。
　２）その場合の職務はかなり大まかに編成されうること。つまり、職務の要請する資格要件を鮮
明にすることが目的であるので職位の範囲に弾力性をもたせる。換言すれば資格要件の有意差
が明確になる最大公約的な範囲でくくればよい。
　３）しかしながら職務の調査はかなり詳細なものを要求されること。
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　４）基準職務の数は少なくとも評価はむずかしく、その方式選定・評価員の訓練がとくに重要で
ある。つまり、大まかな範囲内で職務価値を調査することは別の意味で難しく、どうしても主
観的になってしまうきらいがある35)。
以上の点に、職能給設定上の職務分析の難しさをみることができる。だが、職能給は純粋たる能
力でなく、潜在能力を加味した職務遂行能力を基準にした賃金である以上、職務分析が十分なされ
ていなければならない。職務分析・評価を行なわなくても導入できるという意味は、それに替わる
最善の方法があるということではなくて、実施しても意味がないとする見方からきている。
昭和30年代後半より、年功賃金から職務給・職能給への移行が活発化したとはいえ、40年代前半
はまだ高度経済成長期であり、従来の能力主義管理を本格的に是正する姿勢は乏しかった。40年代
中頃までに、家電メーカーを中心に仕事給あるいは仕事別賃金が導入されていった。そこには、①
職務自体を変化させる（職務編成、職務の大ぐくり）方向、②専門職制度・資格制度を採用するこ
とにより、ライン中心からスタッフ主義へ、役付昇進から資格昇進へと昇給ならびに昇進・昇格経
路の見直しの方向、そして③定昇幅を拡げる、いわゆる「日本的なもの」の再評価の方向とその具
体策として加給の見直しの方向がみられた。この時期、わが国の能力主義管理は、足踏み状態に
陥ったのである。
３．職能給のジレンマ
やがて高度経済成長期も終焉をむかえ、企業内高齢化・定年制延長・労働時間短縮など、労働環
境からの要請も厳しくなり、人件費の上昇が企業にとって死活問題となってきた。その結果、賃金
問題もその観点が水準（総額賃金）から体系（個別賃金）へ、そして両者のバランス問題へと移っ
ていった。また、賃金体系自体も変化する環境に適応するためにその姿を変貌しなければならなく
なった。
まず、職務給採用企業には、次のような変化がみられた。
①職務給をあくまでも堅持する方向
②職務給を職能給化して運用する方向
③職務給を職能給に代替する方向
②と③は実態的には同じものとみることができるので、ここでは、①のあくまでも職務給を堅持
する企業ではどのような方策がとられていたかに注目してみよう。
たとえば、①の代表的企業である東京電力は、昭和30年の「電力の時代」と称される職務給ブー
ム期に、他の電力８社とともに職務給を導入した。他の企業が40年代初めに次々と職能給へ切り替
えていったにもかかわらず、ただ１社職務給を堅持していた。だが実際は、次のような修正が加え
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られ、旧来のものとはかなり違っていた36)。
イ．3,000の職務を大ぐくりにした12の職級に分類する。
ロ．標準賃率まで年功的昇給を行なう重複型範囲職務給である。
ハ．標準賃率に到達後も自動（勤続）昇給する。
ニ．職務に結びつく要員管理は行なわない。
このように職務中心から課業中心の職級管理へと移行したが、これは、もう純粋な型の職務給で
はない。職務志向型職能給との相違は、その運用が個人の能力開発中心の職級分類制度で、その
ベースとするものが仕事にあるという点である37)。一方、②や③のような職能給採用企業も、その
運用が属人的要素に偏っていた点を是正し、職務遂行能力を重視するようになっていった。
昭和45年以降、わが国の賃金体系制度は、「仕事をベースにするが、それに行動科学的思想と日
本的仕事の分担制をミックスし、人と職務の弾力化をはかることによって能力重視の賃金管理」38)
を指向するようになった。すなわち、職能給採用企業は、人と職務の弾力化を目指して、職能資格
制度をベースとする典型的な職能給を実施する方向、あるいは職務とのつながりを重視する職務志
向型の職能給を実施する方向に二分された。
たとえば、前者の代表的企業として三菱鉛筆が挙げられる。同社は、昭和49年以降、職能分類制
度をベースとする典型的な併存型の職能給を導入していた。しかし、年功的処遇との調整、能力を
発揮・活性化する場の欠如、客観的職能評価の困難つまり職能評価基準の未確立と考課者の訓練不
足などの問題点が指摘されていた。
次に、後者の代表的企業として大手百貨店の伊勢丹が挙げられる。同社は、高齢化社会に労使で
挑む「人事政策のイノベーター｣39)として、常に革新的な人事戦略を打ち出してきた。昭和37年に
職務給への過渡的制度として、重複型の職能給を導入したが、職務、職能そして賃金との結びつけ
に対する不満、職能等級と職務との関連が弱いという不満から、43年に職務昇進制をもつ開差型の
職務志向型職能給へと大幅な改定をした。だが、54年には従来の職務志向型職能給の見直しを行な
い、職務昇進制を廃止し、職務と賃金との対応を緩やかにし、役職者を全員専門職にするなど、大
胆な手直しを行なった40)。このように同社では、職務、職能そして賃金との結びつきを強めたり弱
めたりすることによって、変化する環境に対応してきた。
以上３社の例をみて分かるように、当時でもすでに純粋な型での職務給は採用されておらず、典
型的な職能給採用企業でも上述のような問題点を抱えていた。そしてわが国の賃金体系は、伊勢丹
の例にみられるように、職務と能力との関連においてジレンマに陥り、現在もその状態が続いてい
る。このジレンマから抜け出す方向は、職務給あるいは年功給への回帰、さらには、バブル崩壊後
みられる業績給や成果給といった顕在能力主義にもとづく新たな能力給への移行であろうか。ただ
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これだけはいえよう。職能給はあくまでも職務給移行のための暫定措置にすぎなかったにもかかわ
らず、職能給から職務給への移行（回帰）に対する検討が、現在ほとんどなされていないことに驚
かされると。
Ⅳ．職能給の進路
１．資格制度の一機能としての職能給
これまで明らかになったことは、職能給は職務給への過渡的形態であり、運用上年功に流され易
く、その上、低成長期に突入するや過剰支払いの面が企業にとって、致命的といえるほど負担に
なってきたことである。
賃金体系は、社会的・経済的要因、つまり労使の力関係、生産性の伸長度、労働力の需給関係、
従業員の年齢構成、経済環境の変化によって決定される。たとえば、一般的に低成長期になると、
労組側の生活給体系を求める声が強まり、これに対して経営側は、支払い能力論、生産性基準原理
を主張することで対抗してきた。また労働力不足あるいは過剰になると、年齢別賃金格差を拡げた
り、狭めたりすることで調整してきた。そうした中で、賃金体系の見直しが行われた。実態的には、
経営効率の低下防止を目的とする能力主義賃金体系への移行であり、そこには士気の低下防止なら
びに向上を目的とする刺戟的な賃金施策の要請があった。その結果、賃金と雇用をトータルで管理
する職能資格制度の一機能として、職能給が多くの企業に採用されていったのである。
２．職能給活性化の条件
職能給の問題点として、個々人の能力ならびに能力等級の違いを客観的に把握することの難しさ、
また職能の判定基準が不明確であるために引き起こされる、判定結果とその処遇の不公平さが指摘
できよう。さらに、時代とともに、能力選別から能力開発へと、その比重が変化してきた。そこで
次に、職能給のデメリットをメリットに転化させるための条件について考えてみることにする。
①職務分析・評価の積極的実施とその結果の利用
職務分析が職能給設定上必要なものであることは、すでに述べた通りである。職務分析は、職務
給設定の際の前提条件としての面だけが強調され、職務給導入熱が冷めると、一転してその導入に
は時間と労力がかかるという点から敬遠されようになった。
昭和51年の『雇用管理調査報告』(旧労働省）から当時の職務分析の実施状況をみてみると、全
企業の28.1％が分析済みか分析中、そして計画中あるいは検討中が32.1％であるのに対して、分析
計画なしと答えた企業は33.2％（不明6.6％を除く）と、分析が十分に実施されていなかったこと
が分かる。また企業規模別にみてみると、5,000人以上52.3％、1,OO0～4,999人37.3％、500～999
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人29.8％、100～499人22.0％、40～99人17.4％と、企業規模か大きいほど分析実施率が高いことが
分かる。
次に職務分析結果の利用状況をみてみると41)、その目的が賃金から定昇に替わっていたこと、ま
た定員管理や教育訓練での利用がランクを下げたことが目を引く。このことは、職能給の普及と関
連がある。というのは、職能給では人と職務が弾力的であるため、定員という考え方から離れてお
り、教育訓練の効果も職能資格制度により十分期待できたからである。反面、昇進・昇格や職務再
編成・組織管理などに課題が目立つようになり、それに対処するため職務分析が実施されるように
なったと推察できる。
②企業内外での能力向上を目的とする教育の機会と場の確保
『ＯＥＣＤ対日労働報告書』(昭和47年)42)は、わが国において能力開発の機会と場が企業内教育
訓練によって与えられている実態を、次のように述べている。
　　「日本では産業訓練の主たる責任は伝統的に事業主にあった。国の役割は、公共職業訓練校での若年者や
成人に対する職業訓練の実施、企業のこの種の職業訓練に対する財政援助のいずれについても、比較的限
定されたものであった。」
公共の職業訓練施設といえば、技能中心に中高年齢失業者あるいは転職者を対象としてきた。な
ぜ公的教育機関よりも企業内教育に重点が置かれたかというと、そこには企業外でどんなに職業訓
練をつんできても、その企業での社員としての行動様式を身に付けなければ、その会社に貢献でき
る潜在力を獲得したことにはならない、とする考え方があるからである43)。
昭和40、50年代には低成長・高齢化社会を迎え、とくに中高年齢者44)を中心とする過剰労働力を
かかえた企業は45)、能力の再開発を余儀なくされ、企業外では能力再開発訓練を目的とした技能開
発センターの活用、企業内ではＣＤＰ（経歴管理)、ジョブ・ローテーション（計画的職務転換)、
ＯＪＴ、ＯＦＦ・ＪＴ、自己啓発制度の導入に取り組んでいた。
全般的に言えることは、企業内教育訓練に比して公的教育訓練が質量ともに不足していたことで
ある。たしかに、当時でも公共職業訓練施設では、新たに技能労働者になろうとする者や中高年齢
失業者および転職者を対象とし、技能習得に力を入れてはいた。しかし実際には、企業ではライン
部門（販売・生産部門）に比べ、相対的にスタッフ部門（事務・技術・研究開発・企画・調査・電
算機部門など）のウェイトが高まってきていた46)。そしてスタッフ部門で必要とされる能力（知
識・技能）を修得する機関は民間に依存していたのが実態であった。企業には各種セミナー、通信
教育などにかかる費用を負担してまでも、能力開発を推進しようした姿勢がみられた。
③労使の相互理解と協力
いかなる賃金体系を導入するにしても、労使の相互理解と協力が必要であることはいうまでもな
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い。職能給を積極的に活用することによって、そのデメリットをメリットに転化させるには、まず
職務遂行能力の扱いについて労働組合はどのような立場に立つべきかを明確にしておく必要がある。
これについて、津田眞澂氏は次のように指摘した47)。
　　「まず第一に、職務遂行能力の管理的性格を客観化することが必要であろう。そのためには労働組合は、
企業外労働市場を活発に機能させる立場に立たなければならない。」
　　「第二に、たとえ企業別組合のもとで職務遂行能力の管理的性格が支配するとしても、労働組合は職務と
職務遂行能力養成の過程についての検討をおこたることはできない…」
　　「最後に、…労働組合は流れ作業のような職務遂行能力要件の低い作業をしている組合員の無気力感をい
かに克服するかについて、真剣にとりくまねばならないだろう。」
職能給はたしかに職務給や純粋の型での年功給に比して労務管理的色彩は強い。したがって、労
組は企業外労働市場を激化させるよう努力すべきである。また、職務給同様、その職務分析・評価
プロセス、能力開発プロセスに参加し、主観的に運用されないようにする必要がある。労組は
チェック機関として機能すべきである。
３．職務給への回帰の可能性
賃金管理が他の諸管理機能との関連を深め、その一機能としての働きが重要な意味をもつになる
につれ、賃金体系はたんなる賃金配分のルールという定義だけではすまされなくなってきた。職能
給が日本的職階制度とその補助機能としての資格制度から構成されている以上、その資格制度の運
用の仕方が問題となるのは当然である。資格制度が職務序列への過渡的形態であることが、職能給
の性格を決定づけている。問題は、賃金合理化の途は職階制度―職務分類制度しかないことは分
かっているにもかかわらず、職能給という形をとらなければならないところに、わが国賃金体系問
題の本質をみることができる。
賃金体系は、自らその形が変化するのではなく、外的要因によって変容する。したがって、年功
序列．終身雇用・企業内組合といったわが国固有の雇用慣行が、どのような形にしろ、崩れようと
している現在、職能給が、たんなる一時的・過渡的なものでしかなかったという評価ではなく、真
の意味での賃金体系合理化の方向性を,労使ともに検討しなければならない時期にきているといえ
よう。職能給から職務給への回帰が望まれる。
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